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実質公債費比率の状況（平成29年度）

25％以上

18～25％未満

15～18％未満

10～15％未満

5～10％未満

0～5％未満

0％未満

0
0
1
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33
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1
5
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8
1

3
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区　分 団体色
政令市 26市 町　村

団 体 数

計

③実質公債費比率

県内市町村（政令市除く）の実質公債費比率（単純平均）は、前年度から0.2ポイント減の6.7％
となっています。早期健全化基準・財政再生基準以上となる団体はありません。

（注１）実質公債費比率が18%以上となる団体については、起債に当
たり総務大臣等の許可が必要となる。

（注２）実質公債費比率については、地方公共団体財政健全化法上、
3ヶ年平均値を用いることとされているため、0％未満となる
ことも想定した規定となっている。

実質公債費比率の推移

年度
0.0

4.0

2.0

8.0

14.0

12.0

10.0

6.0

18.0

16.0

20.0

（注）政令市を除く市町村単純平均

％

25 26

8.9 8.0

27 28
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大牟田市

直方市

田川市

福岡市

北九州市

久留米市

柳川市

八女市
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大川市

行橋市

豊前市

中間市

小郡市
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大
野
城
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古賀市

福津市
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宮若市
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嘉麻市

朝倉市

みやま市

那珂川町

宇美町

篠栗町

志
免
町
須恵町

新
宮
町

久山町

粕屋町

芦屋
町

水
巻
町

岡垣町 遠
賀
町

小
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大
木
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添田町
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川
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町
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福智町
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吉
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上毛町

19.8

将来負担比率の状況（平成29年度）

200%以上
150～200%未満
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④将来負担比率
県内市町村（政令市除く）の将来負担比率（単純平均）は、前年度から1.1ポイント減の19.8％
となっています。早期健全化基準以上となる団体はありません。

⑤資金不足比率
県内市町村（政令市除く）の1つの公営企業会計で資金の不足額が生じ、経営健全化基準以上と
なっています。

（注）政令市を除く市町村単純平均

将来負担比率の推移

年度

50.0

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

70.0

60.0

％

25 26 27 28

25.2 23.4

29

21.3

（注）「－」は、地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額が多
額なこと等によって、将来負担比率が算定されない場合である。

20.9

27

県
内
市
町
村
財
政
の
現
状



1,046

1,249

（199）

1,204

（144）（63） （101）（124）（0） （4）

1,091

1,212 1,188 1,180 1,185 1,170 1,155
1,213

1,272 1,252
1,212

（169）

1,212

（6） （18）
（218）

1,196

1,169

1,046 1,0481,057 1,079
1,147

（137）
（289）

1,376

（596）

1,127

（426）
（562）

1,028

（457）

838

（385）

815

（292）（265）（248）（327）

714

924

727

1,006

（455）

1,002

（注） 政令市を除く

（注）政令市を除く

５ 債務と積立
（1）地方債発行額の推移

　地方債発行額は、平成23年度に減少しましたが、緊急防災・減災事業債等の増により平成24年度から
増加に転じました。平成28年度は合併特例事業債等の減により大きく減少しましたが、平成29年度は災
害復旧事業債や教育・福祉施設等整備事業債等の増により再び増加しています。

（2）公債費の推移

　公債費（元利償還金）は、平成19年度をピークに減少傾向にあり、平成29年度は前年度と比べ約46
億円の減となっています。

0

200

400
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1,000

1,200

1,400
億円

10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 21 2220 年度26 27 28

（246）

23 24 25
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10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 21 2220 年度25 26

（460）

1,058

27 28
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2923 24

1,127

（270）

1,094

（430）

1,094

1,206

地
方
債
発
行
額

（38）

（398） （327）

（265）（280）

990

（340）

1,061

（310）
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10,030

9,257

773

10,309

884

9,425

10,457

849

9,608

9,841

1,138

10,979

（3,042）

10,811

1,090

11,901

（1,743）

10,757

1,099

11,856

（1,995）

10,417

1,101

11,518

（2,186）

10,719

985

11,704

（1,437）

10,722

919

9,803

（137）

10,929

10,042

887

（423）

11,430

10,501

929

（1,018）

10,069

（2,341）

1,183

11,252

（3,339）

9,635

1,179

10,814

（4）積立金現在高の推移

　積立金現在高は、平成14年度以降減少していましたが、平成20年度から増加傾向に転じています。

（注）1 政令市を除く
　　　2 債務負担行為額は、翌年度以降支出予定額である。
　　　3 「公債費」には利子を含み「現在高」には利子を含まないため、
　　　　前年度現在高＋当年度発行額－当年度償還額（公債費）＝当年度現在高とはならない。

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000
億円

10 11 12 13 14 15 16 17 19 2018 年度23 24 25

（3）地方債現在高と債務負担行為額の推移

　平成29年度末の地方債現在高と債務負担行為額を合わせると１兆1,613億円にものぼりますが、ピー
ク時の平成17年度と比較すると、約288億円の減となっています。

21 22 26 27 28

（3,871）

9,655

1,377

11,032

（4,069）

9,772

1,426

11,198

（4,202）

10,038

1,350

11,388

（4,248）
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11,527

9,893

1,139

（2,614）
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（3,616）
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906
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2,060
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521

1,039

3,828
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1,059

3,710

2,032

482

1,060

3,574

1,885

434

978

3,297

1,754

1,060

357

3,171
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361

945

3,104
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（注）政令市を除く
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21,000

20,500

18,500

18,000

19,000

19,500

20,000

21,500

22,000

年2120

（注）政令市を除く
　　　出典：平成30年地方公共団体定員管理調査（平成30年4月1日現在）

人

（注）政令市を除く
　　　出典：平成30年地方公務員給与実態調査（平成30年4月1日現在）

22

20,088

６ 職員数の状況
（1）職員数の推移

　10年以上減少し続けていた市町村職員数は、平成29年に増加に転じ、平成30年４月１日現在で、約1万
8千人となっています。

市町村職員数の推移（平成30年4月1日現在）

23

0 500 1,000 1,500 2,000 人

60歳以上

56～59

52～55

48～51

44～47

40～43

36～39

32～35

28～31

24～27

20～23

20歳未満

470

91

933

1,315

1,188

1,151

1,623

1,982

1,407

1,064

1,107

147

一般行政職年齢別職員構成（平成30年４月１日現在）

20,688
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（注）1 政令市を除く
　　　　出典：平成30年地方公共団体定員管理調査（平成30年4月1日現在）

一般行政
　　12,614人
　　　69.2％

議会・総務
4,013人
（＋47）

民生
3,114人
（▲258）

土木
1,701人
（▲118）

衛生
1,430人（▲192）

その他
2,356人（▲130）

教育
2,293人
（▲674）

病院
545人
（▲746）

その他
2,076人
（▲330）

消防
692人
（▲67）

（2）部門別職員数の状況

　市町村職員数を部門別に平成20年とその増減を比較すると、教育、病院などで職員数が大幅に減少し
ており、全体としても約11.9％の減となっています。
　また、平成30年の部門別職員数の状況は、総務、民生、土木等の一般行政が全体の約69.2％、教育、
消防で全体の約16.4％を占め、残りの約14.4％が公営企業の職員となっています。

部門別市町村職員数（平成30年４月１日現在）

特別行政
2,985人
16.4％

公営企業
2,621人　　 

　14.4％　　　　

2 （　）内は平成20年4月1日～平成30年4月1日の部門別市町村職員数の増減を示している。

○国民健康保険事業会計（事業勘定）県内市町村決算額の推移

2,3912,391 2,341
2,515 2,474

2,6132,613 2,588

2,8022,802

3,072

2,782

3,075

2,8602,860 2,8662,866 2,8912,891 2,9202,920 2,9402,940 3,0013,001 3,0293,029
3,107 3,171 3,118

3,192

3,5783,578
3,651

3,497 3,540

3,072 3,121

（注）政令市を除く

3,000

3,500

2,500

2,000

1,500

1,000

億円

歳入　　歳出

H15 H16 H17 H18 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 年度H20H19

７ 国民健康保険事業会計

　国民健康保険事業会計は、一般会計（普通会計）とは区分されており（P7参照）、連結実質赤字比率
の算出基礎の一つとなります。
　その歳入・歳出の決算額は、平成27年度をピークに減少していますが、平成22年度から8年続けて
赤字となるなど、厳しい運営状況が続いています。
※なお、平成20年度の決算額は、後期高齢者医療制度の導入に伴い、歳入は保険料が減、歳出は老人保健拠出金が減になったこと
　等により、それぞれ前年度から減少しました。

2,8962,896

計
18,220人
（100％）

3,432 3,4353,432 3,435
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８ 地方公営企業
（1）地方公営企業の役割

　地方公営企業は、地方公共団体が住民の福祉の増進を目的として経営する企業であり、上下水道事
業、病院事業、交通事業などがその代表的なものです。
　これらの企業は、住民の生活水準の向上を図る上で大きな役割を果たしており、特に上下水道事業に
ついては、そのほとんどが地方公営企業によって行われています。

（2）事業数

　事業数は、181事業であり、事業別にみると、下水道事業が最も大きな割合を占め、以下、水道事業、
宅地造成事業、病院事業の順になっています。

（3）決算規模

　決算規模は、1,735億30百万円で、事業別にみると、下水道事業が最も大きな割合を占め、以下、水
道事業、病院事業の順になっています。

181
事業

下水道
91事業
（50.3%）

水道
（簡易水道を含む）

61事業
（33.7%）

宅地造成
9事業
（5.0%）

その他
14事業
（7.7%）

その他
41億円
（2.4%）

病院
6事業
（3.3%）

（平成29年度末）
（注）政令市を除く

（平成29年度）
（注）政令市を除く

決算規模の算出方法
〔法 適 用〕総費用‐減価償却費＋資本的支出
〔法非適用〕総費用＋資本的支出＋積立金＋繰上充用金

1,735
億円

水道
（簡易水道を含む）

687億円
（39.6%）

病院
212億円
（12.2%）

県
内
市
町
村
財
政
の
現
状

32

下水道
795億円
（45.8%）



（4）経営状況

　平成29年度における収支の状況を事業別に見ると、法適用企業は上水道、工業用水道、下水道（小規模
及び特定地域を除く）、介護サービス事業が黒字、法非適用企業は全事業が黒字となっています。
　しかしながら、基準外繰入金を差し引いた実質的な収支の状況は、多くの事業で赤字となっています。
　地方公営企業の経営は、財やサービスの対価としての料金収入により運営する独立採算が原則であり、
他会計からの基準外繰入金に頼らず経営を維持していく努力が必要です。

0 200,000 400,000 600,000
（千円）

200,000400,000600,000

収支の状況 赤字赤字 黒字黒字

基準外繰入金を除いた場合の収支の状況 赤字赤字 黒字黒字

（平成29年度）（注）政令市を除く

法
適
用
企
業

工業用水道

下水道（特定環境）

下水道（個別排水）
介護サービス
その他

病院
下水道（公共）

上水道

下水道（農業集落）
下水道（漁業集落）
下水道（小規模）
下水道（特定地域）

交通（船舶）

下水道（農業集落）

下水道（特定地域）

下水道（公共）
下水道（特定環境）

簡易水道

下水道（漁業集落）

市場
観光施設

駐車場整備

宅地造成（臨海）
宅地造成（その他）

法
非
適
用
企
業

下水道（個別排水）

介護サービス

（注）収支額は、法適用企業にあっては純損益、法非適用企業にあっては実質収支による。
※地方公営企業法の適用を受ける事業を「法適用企業」、適用を受けない事業を「法非適用企業」という。

12,569

83,788
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0
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下水道（農業集落）
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交通（船舶）
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H26

H27

H28

年度　 企業債発行額の推移

（5）企業債の状況

年度　 企業債残高の推移

  ①  企業債発行額

　平成29年度における企業債発行額は約273億円であり、前年度に比べ約8億円の減となっています。

  ②  企業債残高

　平成29年度末の企業債残高は約5,730億円と、減少傾向にあります。

H26

H27

H28

1,478 27 266 4,318 6,13748

H29

57 179201 2614

H29

52 18324 26652

55 1945 2665

1,440 28 267 4,270 6,05348

7

1,399 31 248 4,219 5,94851

64 197103 7

1,376 24 234 4,169 5,85249

5,730

県
内
市
町
村
財
政
の
現
状

34

27376 18533 6

1,348 26 213 4,102 41



（1）統一的な基準による地方公会計の活用

　住民に対する説明責任をより適切に果たし、財政の効率化・適正化を図るため、現金主義会計を補完
するものとして、発生主義会計に基づく財務書類等の開示が推進されてきました。平成26年には「統一
的な基準」による地方公会計の整備方針が示され、その後の総務大臣からの要請により、県内市町村に
おいても、当該基準による財務書類等が作成されたところです。
　今後は、財務書類や固定資産台帳の作成だけではなく、それをわかりやすく公表するとともに、資産
管理や予算編成、行政評価等への活用が期待されています。また、その活用については、財務書類等を
どのように活用するのかという視点で考えるのではなく、地方公共団体が抱える様々な課題を解決する
にあたって、参考となる客観的な根拠の１つとして、地方公会計により得られる情報を利用するという
視点で考えることが重要となります。

　地方公会計の情報を用いて分析を行うことによって、財政運営上の課題を発見することは可能ですが、そ
れが課題の解決に直結するわけではないことには留意が必要です。
　地方公共団体が抱える課題を解決するためには、①課題の抽出、②課題の要因分析、③課題への対応策の
検討、④課題への対応策の実施、⑤課題の解決といったプロセスを経ることが想定され、それぞれのステー
ジにおいて地方公会計の情報を利用することにより、より適切な判断や行動を行えるようにしていくことが
重要です。

・地方公会計については、整備の段階から活用の段階へステージが変わってきているが、適切に固定資産台帳を更新し、財務書類を適切に作成する

ことが前提。その上で、財務書類及び各種指標の類似団体比較、経年比較等により、多面的に状況を分析することが可能となる。

・これらの情報を課題の解決に向けたプロセスにおいて利用することにより、適切な判断が行うことができるようにすることが重要。

地方公会計の活用の促進に関する研究会報告書概要

出典：「地方公会計の活用の促進に関する研究会報告書（概要）」（平成30年3月公表）

１ 地方公会計の活用に向けて

（１）固定資産台帳の更新

・東京都、浜松市、習志野市、宇城市、和光市の固定資産台帳の更新実務の実例を参考に、新たに取得した資産の登録や支出に関連しない除却等の

確認方法、更新のスケジュール等について、具体的な取組方法を整理。

（２）固定資産台帳の公表

・民間事業者のヒアリングを踏まえ、公有財産の利活用等を提案する側としても、固定資産台帳の情報は有用であること、公表にあたっては編集可

能なデータ形式が望ましいこと等を確認。利活用したい資産がある場合には、固定資産台帳の公表と併せて、その意向等を示すことが有効。

（３）財務書類の適切な作成に資するチェックリスト

・統一的な基準に沿って財務書類が正確に作成され、資産負債内訳簿等の金額と整合性がとれていること等を確認するためのチェックリストを整理。

２ 財務書類等の適切な作成のために

（１）財務書類の見方

・財務４表のそれぞれについて、地方公共団体特有の制度を踏まえ、注目すべき勘定科目や併せて確認すべき附属明細書、注記の記載とその意味、

財務書類には計上されていない資産の存在等分析に当たって留意すべき事項等を整理。

（２）指標等による分析

・財務書類等のデータから得られる主な指標の算出方法と、その数値から得られる情報及び留意事項等について整理。なお、財務書類及び指標につ

いては、経年比較や類似団体の比較により分析することが有効。

・事業別・施設別等のセグメント分析に必要な費用の配賦基準等については今後の検討課題。

（３）事例

・11事例について活用に至るまでのプロセス等に沿って整理。

３ 財務書類等の見方及び分析方法について

・地方公共団体の職員に対する人材育成が極めて重要。総務省が行っている研修については活用に向けた取組を習得できる内容への転換や充実が望

まれる。

・実務の進捗を踏まえ、「統一的基準による地方公会計マニュアル」の各手引き等を改正。

４ その他

９ 今後の課題
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出典：総務大臣通知「公営企業会計の適用の推進について」（平成27年1月27日総財公第18号）添付資料

（2）公営企業会計の適用の推進について

　公営企業の財務は、民間企業の会計基準と同様の公営企業会計について、事業の特性や規模等を考慮
し、すべての事業に適用してはおらず、地方公共団体が任意（条例）でその適用を決定しています。
　現下の人口減少等による料金収入の減少、施設・設備の老朽化に伴う更新投資の増大など厳しさを増
す経営環境を踏まえ、地方公共団体が公営企業の経営基盤の強化や財政マネジメントの向上等にさらに
的確に取り組むために、公営企業会計の適用が推進されています。

　従来の決算統計に基づく財政指標や健全化指標等の指標に加え、財務書類のデータ等による指標を分
析することにより、当該地方公共団体の財政状況を多角的に分析することが可能となります。
　これらの指標は、経年で比較することや類似団体と比較することにより、全体のおおまかな傾向を把
握するのに有効ですが、単年度に発生した取引の影響で大きく数値が変動する場合があることなどか
ら、必ずしも地方公共団体の状況が正確に反映されていない場合もあることに留意が必要です。

水道事業
工業用水道事業
軌道事業
自動車運送事業
鉄道事業
電気事業
ガス事業

①地方公営企業法全部適用

病院事業

簡易水道事業
下水道事業
船舶事業
港湾整備事業
市場事業
と畜場事業
観光事業
宅地造成事業　　等

財務（公営企業会計）、組織、職員の身分取扱い
等、法の規定のすべてが当然に適用される

経営、資産等の正確な把握による経営管理の向上
　発生主義を導入し、民間企業と同様の精度の高い財務諸表（貸借対照表
（BS）、損益計算書（PL）、固定資産台帳等）を作成することにより、公営企
業の経営、資産等を正確に把握することが可能。

弾力的な経営を行うことが可能
　予算を超える弾力的な支出、効率的・機動的な資産管理等が可能とな
り、経営の自由度が向上。

②地方公営企業法一部適用
財務（公営企業会計）規定のみ適用される
（各団体の判断ですべて適用することも可能）

③地方公営企業法任意適用
各団体の判断で、法の全部（①）か一部（②）を条
例で適用することが可能

公営企業会計の適用関係（地方公営企業法） 公営企業会計の特徴と適用の主なメリット

・より計画的な経営基盤の強化、財政マネジメントの向上等が可能。

・経営に要する経費の的確な原価計算により、さらに適切な料金算定が可能。

・経営の透明性が向上し、他団体との比較可能性も確保され、議会・住民のガ
 バナンスが向上。

・住民ニーズへの迅速な対応が可能となり、経営の効率化、住民サービスの
  向上等につながる。

出典：「地方公会計の活用の促進に関する研究会報告書」（平成30年3月公表）
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資産形成度 将来世代に残る資産はどのくらいあるか

▲

住民一人当たり資産額▲

有形固定資産の行政目的別割合▲
歳入額対資産比率▲
有形固定資産減価償却率

持続可能性
（健全性）

財政に持続可能性があるか
（どのくらい借金があるか）

▲

住民一人当たり負債額▲

基礎的財政収支▲

債務償還可能年数

世代間公平性 将来世代と現世代との負担の分担は適切か

▲

純資産比率▲

社会資本等形成の世代間負担比率

効率性 行政サービスは効率的に提供されているか

▲

住民一人当たり行政コスト▲

性質別・行政目的別行政コスト

自律性
歳入はどのくらい税金等でまかなわれているか
（受益者負担の水準はどうなっているか）

▲

受益者負担の割合

分析の視点 住民等のニーズ 指標



公営企業会計の適用拡大に向けた要請

　平成26年8月に、「公営企業会計の適用拡大に向けたロードマップ」が総務省から示されるとともに、平
成27年1月に、公営企業会計の適用の推進について、総務大臣から要請がなされました。
　内容は、平成27年度から平成31年度までの5年間が集中取組期間とされ、特に下水道事業及び簡易水道
事業が重点事業として位置付けられ、人口3万人以上の団体は取組期間内に公営企業会計への移行が必要で
あり、人口3万人未満の団体についてもできる限り移行することが求められています。
　さらに平成30年12月に新たなロードマップが示され、平成31年1月に公営企業会計の適用の更なる推
進について、総務大臣から要請がなされました。
　新たな要請の内容は、平成31年度から平成35年度までを拡大集中取組期間として、人口3万人未満の団
体の下水道事業及び簡易水道事業について、この期間内に公営企業会計への移行が必要とされ、重点事業
以外の事業についてもできる限り移行することが求められています。

公営企業会計の適用推進に係る支援措置

　公営企業会計の適用推進にあたり、地方公共団体の事務負担や経費負担を軽減するため、国により以下
のような支援策が講じられています。

１.マニュアル等の策定

◯公営企業会計の適用に係る具体的な業務について取りまとめたマニュアルや先行団体の事例を掲載した先進事例
集、団体からの質問を取りまとめた質疑応答集を作成・公表。

3.アドバイザー派遣、研修の実施

◯経営アドバイザー派遣事業を活用し、人口3万人未満の市区町村等を対象とした公営企業会計の適用に係るモデル
事業を創設。
◯全国市町村国際文化研修所（JIAM）等において、公営企業会計の適用に関する自治体職員向けの研修を実施。

２.地方財政措置

◯公営企業会計の適用に要する経費の財源に充当するための公営企業債を措置。
◯当該公営企業債の元利償還金に対する普通交付税措置を講じる。 平成31～35年度

出典：総務省作成資料「公営企業会計の適用拡大に向けた新たなロードマップ」

H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36

H27.1月
総務大臣通知等により要請

H31.1月
総務大臣通知等により要請

○簡易水道・下水道（公共・流域）
　＜人口3万人以上＞

団体の実情に応じて移行

現ロードマップ

○その他の事業

取組の推進
に向けて

今後の検討
の方向性

○簡易水道・下水道（公共）
　＜人口3万人未満＞

○下水道（集排・浄化槽）

（移行完了） 新ロードマップ

　公営企業として継続的に経営を行っていく以上、原則として
公営企業会計への移行が求められる。特に、資産規模が大きく、
多額の更新投資を要する事業については、積極的に移行を検討

　公営企業として継続的に経営を行っていく以上、原則として
公営企業会計への移行が求められる。特に、資産規模が大きく、
多額の更新投資を要する事業については、積極的に移行を検討

　ただし、すでに廃止が決定している等、将来にわたる継続
を見込まない事業や、災害対応その他の理由により、期間内
の移行が著しく困難な市区町村については、この限りでない

　ただし、すでに廃止が決定している等、将来にわたる継続
を見込まない事業や、災害対応その他の理由により、期間内
の移行が著しく困難な市区町村については、この限りでない

　新たなロードマップに基づき、小規模団体においても取組が着実に推進されるよう、引き続き地方
財政措置を講ずるとともに、会計適用に係るマニュアル、専門人材による人的支援、都道府県による
支援体制等の充実を図る。

　各地方公共団体における公営企業会計適用の進捗状況を踏まえ、地方公営企業法における財務規定
等の適用範囲の拡大等、地方公営企業法の改正を含めた今後の公営企業制度のあり方について検討。

＜現集中取組期間＞

移行

できる限り移行

＜拡大集中取組期間＞

移行

できる限り移行
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（3）地方公営企業の「経営戦略」の策定推進について

　地方公営企業については、保有する資産の老朽化に伴う大量更新期の到来や人口減少等に伴う料金収入
の減少等により、経営環境は厳しさを増しており、不断の経営健全化の取組が求められます。
　このような中、将来にわたってサービスの提供を安定的に継続することが可能となるように、中長期的
な経営の基本計画である「経営戦略」を全ての事業において、平成32年度までに策定し、経営基盤の強化
と財政マネジメントの向上に取り組むよう要請されているところです。

「経営戦略」の策定に係る支援措置

　「経営戦略」の策定推進にあたり、地方公共団体の事務負担や、経費負担を軽減するため、国により
以下のような支援策が講じられています。

１.ガイドラインの策定

○「経営戦略」に関する基本的考え方、「投資試算」及び「財源試算」の将来予測方法、経営健全化及び財源確保の具体
的方策、各事業の特性を踏まえた策定上の留意点並びに「経営戦略のひな形様式」等を取りまとめた「経営戦略策定ガ
イドライン」を策定・公表。

○事業ごとの具体的な策定・改定実務の手引書となる「経営戦略策定・改定マニュアル」を作成。

○「経営戦略」は、各公営企業が、将来にわたって安定的に事業を継続していくための中長期的な経営の基本計画。
○「経営戦略」は、「投資試算」（施設・設備投資の見通し）等の支出と「財源試算」（財源の見通し）を均衡させた
「投資・財政計画」（収支計画）が中心。

○組織効率化・人材育成、広域化、PPP/PFI等の効率化・経営健全化の取組方針を記載。

２.地方財政措置（平成28年度～平成32年度まで）

○「経営戦略」の策定に要する経費の1／2について一般会計から繰り出すこととし、一般会計繰出額の1／2について特別
交付税措置を講じる（病院事業以外）。

○水道・下水道における広域化等の調査・検討に要する経費については、上限額を上乗せ（＋1,500万円）し、重点的に
支援。

出典：総務省作成資料「経営戦略策定ガイドライン」

「経営戦略」についての基本的な考え方と構成

経営戦略[イメージ]

投資試算 財源試算

投資・財政計画（収支計画）

効率化・経営健全化の取組方針

経営戦略の特徴（想定）

①特別会計ごとの策定を基本とすること。

②企業及び地域の現状と、これらの将来見通し
を踏まえたものであること。

③計画期間は10年以上を基本とすること。

④計画期間中に必要な住民サービスを提供す
ることが可能となっていること。

⑤「投資試算」をはじめとする支出と「財源試算」
により示される収入が均衡した形で「投資・
財政計画」が策定されていること。

⑥効率化・経営健全化のための取組方針が示
されていること。

均衡

反映

[投資以外の経費]

組織、人材、定員、給与
に関する事項

広域化、民間の資金・ノウ
ハウ活用等に関する事項

資金不足比率、資金管理・
調達、情報公開

その他重点事項（防災対策、
危機管理等）

その他の経営基盤強化の
取組（ICT活用等）
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（4）下水道整備推進に伴う財政負担の増

　下水道普及率は年々伸びており、福岡県全体では全国水準をやや上回っていますが、政令市を除くと
大きく下回っています。また、決算規模は、平成19年度以降、公的資金補償金免除繰上償還等により大
きく減少しましたが、その後は国の補正予算に伴う建設改良費の増加等により微増となり、近年は減少
傾向にあります。
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①  下水道普及率の推移

（注）政令市を除く

※「公的資金補償金免除繰上償還」
　旧資金運用部資金、旧簡易生命保険資金及び旧公営企業金融公庫資金（以下「公的資金」という。）の地方債を繰上
償還する際、通常は補償金を支払う必要があるが、徹底した総人件費の削減等を内容とする財政健全化計画又は公営企
業経営健全化計画を策定し、行政改革、経営改革を行う地方団体を対象に、平成19年度から3年間で5兆円規模、平成22
年度から3年間で1.1兆円規模の公的資金の補償金を免除した繰上償還を認め、高金利の地方債の公債費負担を軽減する
措置。

※下水道普及率とは、下水道の整備状況を表す指標の一つで、公共下水道及び特定環境保全公共下水道の処理区域内人
口を総人口（住民基本台帳人口）で除したもの。
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②  下水道事業決算規模の推移
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